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2C1 科学技術と安全保障問題 
- 原子力開発の 場合 - 

O 竹下 寿英 ( テク / バ ) 

' . ソ連 " 東欧の社会 " 経済体制の波珪と 湾岸危機により． 世界の安全保障問題の 
焦点は． 東西から． タ ブヒ 問題， 民族対立． 地域紛争へと 移ってきた。 

2 . 軍縮が． ' ISr f 全廃． S T A 、 R , 「． S rsr F 削減へと進み． 核兵器の役割は " 一 
マム の抑止の確保となり． 一方で第三世界での 紛争における 神威としてのウエ 
べ ト が高まっている。 

" . 原子力の平和利用と 国際的な桟ネ 拡 放を両立させる 何 ，反面での対応は． 核不拡 
散条約 く IM ]P T フ と ' A E A による保障 描仮 によっているが． " 。 。 。 年には 
見直しの期限となる。 

。 ．原子力開発は． " 。 年代 TM ' 丁故 ． チェル / ブ イ。 ヰ 故の影叫を受けて 停滞 
しているが． それでも ' 。 " 。 年末． 世界全体で。 " 。 垂 " 億 " 。 。 " 万 lcwW 
となり地力供給の 上 7 Sk5 を占めるまでに 到っている。 

。 ．長期的に地球 珠境 問題． 化石燃料の枯渇という 予想される状況に 対し． ヱネ、 ル 
ギー供給オプシヨンは 余り存在しない。 核 不拡放の下でのエネ、 ルギー安全保 陥 
の 確ィ 呆が求められるが． そこでのわが 国 核燃料サイクル 確立の位色づけが 主要 
となる。 

ひ ) 科学技術の安全保障 問 睡への寄与 
く ' 。 " 。 毎 " 度フ 

基 礎。 勺 " 斗キ 。 も 毎 村市 

封 。 国 "  "  '  億ドル 
国 " 耳 " お吃何 苛は。 。 正 

日文 " 。 億ドル 

再訂 ケロ 七 %  初市 

封 。 国 " " " 。 億 ドノレ 

民生ま廷争Ⅰ 旺 。 。 ョ毛 

日文 " 。 。 。 億ドル 

民生技術の特典     清 在 市坊め大きく． 大土生産と コス 。 ダウン。 

ライフサイクルが 短 。 ・ 早い高度化 っ スビ シオン 

米国での国防上の 垂幹英 業     工作機械． 半導体． ベア。 ング． 精密機械   
及びコンビュー タ での対外依存の 問題 

米国の軍丁技術共同開発 ， 国防研究開発の 2 5 90 く 2 0 0 0 年 フ を 同盟国 
との共同開発に 利用。 また民生技術の 杖 極 活用 
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(2) エネ、 ルギー安全保障と 地球環境問題 

短期と長期の 危機管理 策 -- 
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" イヒ ' 石上林 粁 正洋 で 8% て奉 uJ 用の ' 制 Ⅰホ句 

  人口碑大とエネ、 ルギー 
需要 坤 大の圧力 
く " ' 世紀半 はに ' 。 。 億人 コ 

" 開発途上国の 発展 
Ⅰ持続。 9 開発発展の追求 

・ ヱ ネルギー有効利 J 用と 
ライフスタイルの 適用 

(3) 原子力Ⅱ 発 と安全保障問題の 係わり 

因乗安全保障 

  

軍丁的安全保障 

経は的 安全保障 

防衛における 非核 3 席 貝 lJ. 

日米安保条約による 米国の核抑止力 

ヱネ、 ルギー安定供給での 原子力の役割 
再処理． P u@IJ 用 篭 核燃料サイクルの 確立 

国際安全保障 

  

バ イラ テラル関係 日米間の防衛技術協力 
日本庶子力協力協定Ⅰ各国との " 国間 

原子力協力 

地域的・ グローバ IM I,> 。 r 体制と ' A, E A 保障 拮億 
ルな安定性 アジア地域における 軍縮   イ Ⅰ手 * 町案 醸成チ音 m 

く c B M フ 

アジア地域での 原子力開発協力 

c 今後の探題 ' 
① ゴ ヒ朝静 め N F@ T の核査察受入れと 米国のアジア 地域での 棲配傭 問題 
㈲ アジア地域での 原子力発仮の 展開とバックエンド 問題 
(3) 回申における Jp u Ⅱ 発 Ⅰ研究のセンター 抽想 Ⅰ p u の輸送・ 防確 問題 
。 4' アジア地域における 幅広い。 o n " ' d 。 n 。 。 b u "  d ' n g m 。 a   

s@ i ， i@ r ， e@ s   
㈲核開発とミサイル・ 生物化学兵器の 開発との。 ンケージの主要 化 
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イ ) 原子力開 尭 
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" キュー " 。 危機 < ' 。 6 " ノ - 中国の接文検 Ⅰ 一 
・米国のオイスターク 

" 一クの商笘兄仮 て " 米田 べ " ナム 咄キフ 

          tc / レフ 、 W  h  くヱ 当たり 9  e  4 4 コ ， N F, T 条約 接印 
く Ⅰ 9 6 8 フ Ⅰ 。 "  。 コ 進化 ヵユ 目 

・ S A 、 L  T  I 協定 睡 くエ 9 7 2 コ " インドの 接 文枕 く ' 。 " ムレ 

・ J N F, C E 協礒 
く Ⅰ 9 7 7 一 8 0 フ ・米田接ネ 拡放法 

くェ 9 7 8 コ 

・ T bI  ' 下放 
くヱ 9 7 9 フ 

c . ソ 返のアフガニスタン 伎攻 

" 日 "f 。 4 手。 ユ " 里 。 笘も拝 

  チュル / ブ イ リ 

卸 
"" 。 い Ⅰ 、 。 い " 。 ，囲 

・ 「 Isr F." ヨミ " 勺 

くエ Q a 7 ノ 

  マルタ サ " ッ ト 

くエ D 8 9 コ 一   " 隆 
" " 世界の原子力プラ 束趺 苑仮 の支援 " ソ連原子力 目 ， S@TA@R@TSk* C1991?@ 3@ ， I-I Ⅱ g);g3gg2 ・ @@as@ ・ as ， @@ C@ ， ftC/@S*DUt<r@@1990-91) 

Ⅰ 5. コ アジア地域での 原子力開発計画の 進展 

。 玉 " 。 ' .  。 万 1s, w  く " 。 牙 。 フ         ' 年 までに " 基 
" " 。 万 k. v 、 / 追加。 

使用済燃料は 当分中間府 茂 ． あ と " 。 。 。 年代の国際環境を 
みて対応。 

" 一 。 IsM[w の研究 炉 " 垂の出力を " 。 Mw に高めた。 

更に v v 、 E R 一 。 。 。 のツイン時人 " 十回があ る。 

秦山 c 。 。 万 lCw' 及び大至 湾 。 。 。 万 kwX " ' 原発計 
" 。 。 万 k w 。 " 。 。 。 年 までに。 。 。 五 % wW を計画。 

' A. E A 加盟． 日 " 米 " ィ ム等 " 国間協力があ る。 

。 垂 ， 。 ' 。 ． 。 万 ' 。 w  て " 。 末 ) . 
" 。 。 。 年 までに " 垂， " 。 。 万 Ⅱ wW 追加。 

再処理計画はなく． 使用済燃料は 直接処分を検討。 

5 . フィ リ ビン T R ' 0 A 、 炉 く 3 1s/[,W フ はあ るが． 発電炉 く 6 2 万 kvwQ フ は 
運転開始しないまま 廃 炉の方針。 

。 ． インドネ " シア " 。 IsMIw の多目的研究 炉 があ り． " 。 。 。 年以降毎年。 。 万 
k, w クラスの発電炉を 建 設 してゆく。 

その他 タイ， マレーシアでは 原子力発色導入の 検村を続けている。 

て 原子力年鑑 ・ 。 0 ) 

一 60 一 



C6) 大土破壊兵器Ⅰ技術の 不拡散と科学技術の 役 割 

エ ． 原子力供給 国 によるガイ ドライン く ロンドン・ ガイ ドラインコ     

Ⅰ 。 " " . 。 フ 規制対 集 品目及び技術の 非核兵器国への 輸出にあ たっての 
ガイ ドライン一好 " 供給 国 問題Ⅰ 

" , MrT c 、 R 。 " サイル及び関連技術の 輸出規制 フ ， く ' 。 " " . 。 ' 核弾頭 だ 
けでなく． 生物 " 化学兵器を装 若 できる " サィ ル にも規制を拡大する c 具体 
策は未定 ' 一 " 中国． ブラジルは M T C R に加わらぬ等． 多くの供給可能国の 存在。 

3 . 化学兵器の拡 放 防止，兵器の 原材料や製造設備． 技術の民生用との 区分がむ 
すかしいことや 国擦 取引のチェックのむずかしきがあ る。 旧くはジュネ 、 一プ 
推定吉 c ' 。 " 。 フ また 妓 近の米ソ " 国間のもの く ' 。 。 。 フ く末 批准 コ が 
あ る。 

。 ． 生物兵器禁止， " 。 " " 年の生物 " 毒素兵器禁止条約では 条約順守の確保に 
ついては・ 締約国の 苦約 に依存し， 検証 措 億を規定していない。 新技術は 
h y b r i d D N A など次々に出ることの 問題。 

。 ． 枝 柾の技術として． 生産． 開発． 保有． 移転そして施設等への 査 察 弩 の 検柾 
のために様々の 技術が必要となる。 日本の積極文献が 可能。 

け ) 開発途上国への 核 ・ミサイルその 他の拡 放 
く J    M c C a i n.. w a s h. Q u a r t .  . 9 ' S D r i n. s コ 

核兵器 生物兵器 化学兵器 ミサイル 。 な呂 " 枕蛇 

リ ビア 

南アフ。 カ 

イラン 
イラク 

イスラエル 
" ンリア 
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(8) 接手 拡 枝条約の再検討 と Ⅰ 9 9 5 年への探題 

第 。 回 N 。 p T 再検村会 接 。 " 一 
' . 核保有国の核軍縮推進を 多くの 

国が評価。 但し． 非同盟 桔 国は   
完全 棲 実検禁止 く c T B T コ を 
要求し． 荻終宜甘 採択されず。 

" . ' A. E A の保障 拮億 では． これ 
生め アプローチの 再検討   
一 特別 壬 寮の実施の要 肝   フルスコープセーフガー ド 

は． 原子力施役供給条件と 
しては h o ' d 。 

" . L 0 c 持 国の原子力開発に 財政   
技術援助 を ． また非核保有国へ 
の棲からの安全保障を． 時の要 
甘 があ る。 

  。 。 。 年に向けた対応 

 
 

 
 

 
 

2 . 円年 。 ホ り用に向けたコンセンサスの 
実現 一 フルスコープセーフガー ド 措 

Ⅰの実現   N F@ T 加盟の N Nw S への優 
遇 拮且 

" . 棲拡 肢への抵抗性の 高い技術   及 
び 制度の開発実現 

(q) 核 不拡 放 のための国際的な 制度での 礒輪 

' . 国際プルトニウム 貯 茂 く ' ]p s フ ，再処理により 抽出されたプル。 ニウムの 
うち余剰のものを ' A. E A. に 棲 托し． 国際的な音理の 下に貯蔵 することによ 
り． プル。 ニウムが軍丁目的に 転用きれることを 防ごうとする 構想、 

" . 核燃料 俺 供給保証 く c A s フ ，核燃料時の 供給 保柾は ． それが十分に 行われ 
れば． 不必要な 棲 縮や再処理施 投を建投 するインセンティ プ が減少する。 が   
一方開発途上国の 中には． 原子力供給国が 必要以上に原子力 寅材 ． 技術の移 
転を制限しているとの 不満があ る。 

" , 国防使用済燃料 雙 理 く ' s F IM0 フ ，原子炉から 取り出きれる 使用済燃料を   
国底協力の下。 こ貯 茂し． 宙 理しようとするもの。 
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(10)  保障 拮 仮の目白 9 と有意Ⅰ 

' 目 的 有志士の核 物竹 が平和的な原子力 活 助から． 核兵器その他の 核 俺 発装 
Ⅰ製造のため・ または不明な 目的のために 転用されることを 適時に探 
知する。 

" 有志Ⅰ 
・ プル。 ニウム一一 8@ k ． e 
・ ウラン 2 3 3 一 8 k 宮 

・高浪 縮 ウラン く ウラン 2 3 5 %  2 0 9<0 コ 一 2 5 Ⅱ 9 
・ 4 氏 涯縮 ウラン く ウラン 2 3 5 %  2 0 % フ 一一 7@ 5@ lc@ cr 

" 串云換 。 手品 打 
・ プル。 ニウム． 高凄縮 ウラン 
またはウラン 2 3 3 食 屈   

  く 7 一 ュ 。 日フ 

日の オーダー 

・ ]p u. 0 2 . F@ u ISr 0 a . または 
プル。 ニウム純化合物 

・ 高棲縮 ウランまたはウラン 2 3 3  . -- 週の オーダー 
の 酸化物． その他の純化合物 Ⅰ 一 3 週間 フ 

・ Mo X 笘牙 。 且点 4 サ和巨 江 。 合牛勿 

- 照射 済 燃料中の p u . H E U   月の オーダー 
ウラン 2 3 3 c Ⅰ 一 3 カ月 フ 

OlJ@  日本におけるプルトニウムの 奉 ， 用 計画 

  

サセックス大学レポー 。 での 
2 0 ' 。 年 までの F, u 利用土 F, u 利用シナ。 オ く 日本 コ 

。 吏 "J"  " 支ヲて 

文殊． 常隈 く 。 ． 。 " 年フ 一 ' 2 """ 1 3 。 1 9 9 0 ～ 9 9 6   
F, B  R  婁 " 伍 " 炉   エ 0 ～ 2 0 % 

A T R  C ふげん 十 実証 炉フ 一 エ 0  %  o  n  早耳 2 0 0 0 ～     
L wR  く プルサーマルフ ー 5@ 0@ t@ o@ n   

8 0 ～ 9 0 吉士   
t o n 芳 " 穏 。 ～ " ' 一   

t o n t o n 

憶小 " 一文殊の継統． 

" 。 。 。 年 までに 常隈   
ふげんの 迎転 停止． 

A 、 T R 実正塩中止． 

" 。 ' 。 年から F B F? 

実花炉辺功 

妓夫一一片隅． ふげん． 文殊の 
迎 転 継続， 

A T R 実在 炉が 
' 。 。 。 年 ． 

F B R 実在 炉が 
" 。 。 " 年迎開 

p u 供給Ⅰ 

東海再処理工場   5 % o n 
プ " ケ 弓子牛サモ 華弄 。 四二 里 =* キ 百 一一 5@ 0@ t@ o@ n 
海外妾 " モ 再処理   3@ 0@ t@ o@ n ， 

8 5 Ⅰ o n 
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0 り まとめと今後の 探題 

' . 国際的安全保障面では   接戦略を超える 新しい抑止の 概念が考えられなけれ 
( まならなⅠ 、 。 

" . 核 拉致問題は． " サィル ． 生物 " 化学兵器． その他機微の 技術の拡散問題と 
関連して対応する 必要があ る。 また保障借位ではフルスコープセーフガード   

の 実施が攻められる。 

" , 長期の持続的な 発展と・ 人日増大に伴ぅ ヱ ネルギ一の確保に・ 原子力利用の 
展開． 及び核燃料。 サイクルが主要なオプショ ンであ り続ける。 

。 ， このオプショ ンを維持するために． 技術開発を継続してゆく ことと． 地域燃 
料サイクルセンタ 一のような． 国防的な対応を 検討する必要が 生じる。 

5 , 原子力平和利 J 用の進展には． 将来のエネルギー 問題への対応での 国俊的な問 
題意価の共有と 地域的な政治的安定性と 信頼性の確立 く c B ho' が 不可欠で 
あ る。 
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